
１　開　　会　　

２　あいさつ

３　議　　題

（１）北本市子ども・子育て支援事業計画の中間見直しについて

（２）認定こども園への移行希望園について

（３）その他

４　閉　　会　　

平成２９年度　北本市子ども・子育て会議次第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年１０月１９日(木)

　　　　　　　　　　　　　　　　　午後３時００分～　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北本市役所３階　会議室３－Ｂ





1号認定 1号認定 1号認定

教育のみ 幼希望 その他 教育のみ 幼希望 その他 教育のみ 幼希望 その他

０歳 １-2歳 ０歳 １-2歳 ０歳 １-2歳

424 882 414 865 406 848

578 231 474 88 338 587 234 480 86 332 581 232 476 84 325

認定こども園、幼稚園、保育園 0 490 539 91 339 0 490 523 91 327 0 560 487 91 327

確認を受けない幼稚園 1250 0 0 0 0 1250 0 0 0 0 1180 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 15 0 10 0 0 15 0 10 0 0 15 0 10

提供量合計 1,250 490 554 91 349 1,250 490 538 91 337 1,180 560 502 91 337

672 259 80 3 11 663 256 58 5 5 599 328 26 7 12

376 788 366 791

678 269 443 89 303 616 245 431 93 319

認定こども園、幼稚園、保育園 0 145 516 95 323 0 415 507 98 323

確認を受けない幼稚園 1,360 0 0 0 0 800 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

提供量合計 1,360 145 516 95 323 800 415 507 98 323

682 -124 73 6 20 184 170 76 5 4

-38 -77 -40 -57

91 35 ▲ 37 3 ▲ 29 35 13 ▲ 45 9 ▲ 6

認定こども園、幼稚園、保育園 0 -345 -7 4 -4 0 -145 20 7 -4

確認を受けない幼稚園 110 0 0 0 0 -380 0 0 0 0

認可外保育施設 0 0 -15 0 -10 0 0 -15 0 -10

提供量合計 110 ▲ 345 ▲ 22 4 ▲ 14 ▲ 380 ▲ 145 5 7 ▲ 14

19 -380 15 1 15 -415 -158 50 -2 -8

2号認定 3号認定

保育必要

【資料 1 】保育・教育における中間見直し（案）

H29 H30 H31

2号認定

保育必要 保育必要

1,219

①量の見込み

②-①

3-5歳 3-5歳 3-5歳

児童数推計 1,319 1,338 1,326

①量の見込み

②-①

　
3号認定 2号認定 3号認定

Ｂ見直

し後

児童数推計 1,301

Ａ当初

計画

②確保

の内容

②確保

の内容

「量の見込み」における「教育のみ」「幼希望」とは、平成26年のニーズ調査で幼稚園利用を希望する保護者での次の割合により算定。

　　「教育のみ」専業主婦・無業・短時間就労の家族類型：616人、「幼希望」ひとり親・長時間就労の家族類型：245人

「確保の内容」における「幼希望」とは、新制度の幼稚園または認定こども園における1号認定。

Ｂ－Ａ

児童数推計 -37 -107

①量の見込み

②-①

②確保

の内容



○児童数

H27 H28 H29 H30 H31 H27実 H28実 H29実 H30 H31 H27 H28 H29 H30 H31

0 440 430 424 414 406 427 369 394 376 366 ▲3.0 ▲14.2 ▲7.1 ▲9.2 ▲9.9

1 454 446 436 429 419 402 432 381 403 385 ▲11.5 ▲3.1 ▲12.6 ▲6.1 ▲8.1

2 448 454 446 436 429 465 404 438 385 406 3.8 ▲11.0 ▲1.8 ▲11.7 ▲5.4

3 425 447 453 445 435 434 473 400 439 386 2.1 5.8 ▲11.7 ▲1.3 ▲11.3

4 461 423 445 451 443 466 442 467 399 438 1.1 4.5 4.9 ▲11.5 ▲1.1

5 502 458 421 442 448 504 455 437 463 395 0.4 ▲0.7 3.8 4.8 ▲11.8

6 529 497 454 417 437 527 485 452 429 454 ▲0.4 ▲2.4 ▲0.4 2.9 3.9

7 533 529 497 454 417 525 526 488 451 427 ▲1.5 ▲0.6 ▲1.8 ▲0.7 2.4

8 556 534 530 498 455 549 530 521 489 452 ▲1.3 ▲0.7 ▲1.7 ▲1.8 ▲0.7

9 566 557 535 531 499 567 544 527 520 488 0.2 ▲2.3 ▲1.5 ▲2.1 ▲2.2

10 546 564 555 533 529 551 564 537 524 517 0.9 0.0 ▲3.2 ▲1.7 ▲2.3

11 608 544 562 553 531 615 547 564 537 524 1.2 0.6 0.4 ▲2.9 ▲1.3

○出生率

○保育利用・認定率

【資料 1-2 】児童数、出生率、保育認定率等の推移

年齢

 【当初計画】0歳児数は、出生数と15～49歳女子人口比により推計。（H20～25の平均値）
　　　　　　　※当該期間における出生率の平均は1.09。
【 見直し案】0歳児数は、破線の出生率により推計。
 　　　　　　1歳以上の児童数は、年齢が一つ上がる際の過去5年の変化率平均により推計。

Ｈ27年3月計画 当初計画との差見直し案

66.7 67.7 69.5 70.8 71.6 72.7

33.0 33.9 35.1
38.1

42.2
45.7

29.2 29.9 28.6 32.9 34.6

国目標(H35:60％)

36.1 38.3 40.2

【25～44歳女性就業率】国目標(H35:80％)
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保育利用・認定率の推移
全 国【1～2歳】利用率：4月1日（H30以降は計画）

東京都【0～5歳】利用率：4月1日（数値は非表示）

北本市【1～2歳】認定率：年平均（H29以降は推計）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

北本市 1.22 1.19 1.26 1.08 1.12 1.15 1.07 1.07 1.1 1.01 1.07 1.14 1.15 1.162 1.175 1.187

全　国 1.29 1.26 1.32 1.34 1.37 1.37 1.38 1.39 1.41 1.43 1.42 1.45 1.44

埼玉県 1.20 1.22 1.24 1.26 1.28 1.28 1.32 1.28 1.29 1.33 1.31 1.39 1.37

近隣※ 1.19 1.21 1.23 1.21 1.17 1.21 1.24 1.18 1.20 1.20 1.21 1.34

※近隣とは、鴻巣市、上尾市、桶川市、北本市、伊奈町の合計。

全 国, 1.44

埼玉県, 1.37

近隣※, 1.34

見直し案(H32:1.20)

前期基本計画(H32:1.20)
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出生率の推移



　　※１　保育は認定数の年平均、教育は1号認定数の年平均と、従来制度の5月在籍数の合計。
　　※２　0歳児数は4月1日時点住民基本台帳人口。
　　※３　0歳児数の平成30年度以降、その他の平成29年度以降は推計値。

　　（推計方法の相違点）
　　　１　【当初計画】（国方針のアンケート結果による見込み割合）×（推計児童数）
　　　２　【見直し案】（過去5年の認定・利用率の趨勢に合わせた割合）×（推計児童数）

【資料 1-3 】 保育・教育における量の見込み、0歳児数の推移
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【保育】 量の見込み（0～2歳）
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【保育】 量の見込み（3～5歳）
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【教育】 量の見込み（3～5歳）、0歳児数



年齢 年度 民間 公立 ①合計

H29 68 14 82 86 ▲4

H30 77 18 95 89 6

H31 80 18 98 93 5

H29 94 39 133 136 ▲3

H30 111 41 152 151 1

H31 111 41 152 152 0

H29 108 54 162 161 1

H30 117 54 171 152 19

H31 117 54 171 167 4

H29 82 72 154 142 12

H30 102 64 166 155 (163) 11 (3)

H31 102 64 166 145 (153) 21 (13)

H29 84 85 169 152 17

H30 101 72 173 139 (147) 34 (26)

H31 101 64 165 150 (158) 15 (7)

H29 80 87 167 127 40

H30 100 77 177 149 (159) 28 (18)

H31 100 76 176 136 (146) 40 (30)

H29 516 351 867 804 63

H30 608 326 934 835 (861) 99 (73)

H31 611 317 928 843 (869) 85 (59)

0歳 12 4 16 7 9

1歳 17 2 19 16 3

2歳 9 0 9 6 3

3歳 20 ▲ 8 12 3 (11) 9 (1)

4歳 17 ▲ 21 ▲ 4 ▲ 2 (6) ▲ 2 (▲10)

5歳 20 ▲ 11 9 9 (19) 0 (▲10)

計 95 ▲ 34 61 39 (65) 22 (▲4)

※「量の見込み」は毎月の認定数の年平均。

（定員についての考え方）

5歳

【資料 1-4 】保育における年齢別利用定員（案）

②量の

見込み
①-②

0歳

1歳

2歳

3歳

4歳

（例）転園が不要であるため就労を開始。

計

H29⇒H31

　1　0～2歳では量の見込みの増加に対応するため、定員を拡大する。

　2　3～5歳では定員超過のため、定員の拡大は認定こども園移行園のみとする。

　3　中央保育所、栄保育所では工事による利用者移動へ対応するため、3～5歳の
　　定員を削減する。

　4　（　　）内は、認定こども園移行園で増加した定員に係る利用者の半数を、
　　量の見込みの追加とみなした場合。



1号 2号 3号(0歳) 3号(1、2歳)

H30年度 36 36 28 58

H29年度 60 28 58

差 ▲ 24 36 0 0

H30年度 75 10

H29年度 75

差 0 10 0 0

H30年度 35 6

H29年度 35

差 0 6 0 0

H30年度 146 52 28 58

H29年度 170 0 28 58

H29⇒30 ▲ 24 52 0 0

1

2

3

1

2 ①×②については、幼稚園型では19を上限とする。

3 各年齢で同等に2号への変更希望へ対応するため、年齢別の定員割合は１:２:３とする。

　※各年齢20人の施設において、平成30年度に3歳児の20人が継続して進級する場合。

30年度

（3歳児）

31年度

（4歳児）

32年度

（5歳児）

1 1 1

19 18 17

1 2 3

全体

○1号から2号への変更による必要量の考え方

 

保護者の就労状況が変化した場合でも、通い慣れた園を継続して利用できることを基本とし、可能
な限り継続利用者が必要とする定員数を設定。

ひまわり保育園・みなみ第二幼稚園では、保育園の2歳児、幼稚園利用者のそれぞれでの、幼稚
園、保育園の進級実績に基づいて、定員を設定。

【資料 1-5 】認定こども園移行園における定員設定（案）

○定員数

ひまわり保育園

みなみ第二幼稚園

せきね幼稚園

きたもと幼稚園

1号在籍者数

2号在籍者数

幼稚園型認定こども園では、1号から2号への変更により見込まれる必要量を設定。

母親で住民税の所得割額を確認できる割合を、1号から2号へ変更の「見込率」として想定。
（※継続して実情にあわせて見直しを予定。）

年度内変更数（1⇒2号）

3歳 4歳 5歳 3歳 4歳 5歳 合計

4 0.7 1.3 2.0 1 1 2 4

　 　 5 0.8 1.7 2.5 1 2 3 6

きたもと幼稚園 35 18.2 6.4 1.1 2.1 3.2 1 2 3 6

7 1.2 2.3 3.5 1 2 4 7

8 1.3 2.7 4.0 1 3 4 8

せきね幼稚園 75 12.5 9.4 1.6 3.1 4.7 2 3 5 10

①

1号定員

2号定員設定数

計算値 四捨五入施設名
②

見込率
①×②



利用者支援事業

 H27 H28 H29 H30 H31

①計画 3 3 3 3 3

②実績・見直し 0 0 0 1 1

0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3%

計画 3 3 3 3 3

③実績・見直し 0 0 0 1 1

箇所 実績・見直し 0 0 0 0 0

地域子育て支援拠点事業

 H27 H28 H29 H30 H31

①計画 2,437 2,390 2,345 2,299 2,255

②実績・見直し 2,640 2,398 実施中 2,299 2,255

108.3% 100.3% - 100.0% 100.0%

計画 5 5 5 5 5

実績・見直し 5 5 5 5 5

妊産婦健康診査

 H27 H28 H29 H30 H31

①計画 440 430 424 414 406

②実績・見直し 427 369 394 376 366

97.0% 85.8% 92.9% 90.8% 90.1%

①計画 704 688 678 662 650

②実績・見直し 628 615 実施中 602 586

89.2% 89.4% - 90.9% 90.2%

【資料 2 】地域子ども・子育て支援事業における中間見直し（案）

量の見込み
箇所

②/①

量の見込み
人日

②/①

確保方策 箇所

　乳幼児及びその保護者が気軽に集い相互の交流を行う場所を提供し、子育てについての相談、情報の発信、
助言、その他の援助を行う。
【見直し内容】
　平成28年度の計画と実績の乖離が10％未満のため当初計画のままとする。

確保方策 箇所

③－②

　利用者の個別ニーズを把握し、それに基づく情報の集約・提供、相談、利用支援等を行うことにより、地域
の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう実施する。
【見直し内容】
　児童館、地域子育て支援センターの公の施設での基本型3箇所から、行政窓口での母子保健型１箇所へ変
更。

　妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊娠に対する健康診査として、①健康状態の把握、②検査計測、③
保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適切な時期に必要に応じた医学的検査を実施する。
【見直し内容】
　平成28年度実績と0歳人口比により算定。

0歳人口
人

②/①

量の見込み
件

②/①



乳児家庭全戸訪問事業

 H27 H28 H29 H30 H31

①計画 418 409 403 393 386

②実績・見直し 342 392 実施中 357 348

81.8% 95.8% - 90.8% 90.2%

①計画 95.0% 95.1% 95.0% 94.9% 95.1%

②実績・見直し 87.2% 98.0% 実施中 94.9% 95.1%

91.8% 103.0% - 100.0% 100.0%

養育支援訪問事業

 H27 H28 H29 H30 H31

計画 0 0 0 0 0

実績・見直し - - - 50 50

子育て短期支援事業

 H27 H28 H29 H30 H31

計画 - - - - 実施

実績・見直し - - - - 実施

量の見込み
件

②/①

量の見込み 件

　養育支援が特に必要な家庭に対して、居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該家
庭の適切な養育の実施を確保する。
【見直し内容】
　平成30年度より開始予定。

量の見込み 件

訪問率
％

②/①

　生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、安心して子育てができるよう相談・支援を行う。
【見直し内容】
　平成28年度実績と0歳人口比により算定。

　保護者の疾病等の利用により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について、児童養
護施設等に入所させ、必要な保護を行う（短期入所生活援助事業（ショートステイ事業））。
【見直し内容】
　夜間保育やトワイライトステイ等、宿泊を伴う養育のニーズを把握し、平成31年度に実施予定。



ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）

 H27 H28 H29 H30 H31

計画 212 204 194 179 171

実績・見直し 209 133 実施中 179 171

計画 225 218 216 212 204

実績・見直し 146 162 実施中 212 204

①計画 437 422 410 391 375

②実績・見直し 355 295 実施中 391 375

81.2% 69.9% - 100.0% 100.0%

計画 437 422 410 391 375

③実績・見直し 396 319 実施中 391 375

計画 1 1 1 1 1

実績・見直し 1 1 1 1 1

箇所 実績・見直し 41 24 - 0 0

一時預かり事業（幼稚園）

 H27 H28 H29 H30 H31

1号 人日 計画 4,369 4,071 4,112 4,167 4,127

2号 人日 計画 41,509 38,645 38,875 39,608 39,379

①計画 45,878 42,716 42,987 43,775 43,506

②実績・見直し - 5,453 実施中 7,589 7,589

- 12.8% - 17.3% 17.4%

計画 45,878 42,716 42,987 43,775 43,506

③実績・見直し - 18,760 24,160 26,110 26,110

計画 9 9 9 9 9

実績・見直し - 2 3 3 3

人日 実績・見直し - 13,307 - 18,521 18,521

量の見込み

低学年 人日

高学年 人日

計
人日

量の見込み

計
人日

②/①

②/①

確保方策

人日

箇所

③－②

　小学生等の児童を有する子育て中の保護者において、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と、
当該援助を行うことを希望する者を会員として、その相互援助活用に関する連絡、調整を行う。
【見直し内容】
　平成28年度の計画と実績の乖離は約30％であるが、Ｈ29の見込みが396人（月平均33人×12月）であ
り、計画との乖離が10％未満と見込まれるため、当初計画のままとする。

②確保方策

人日

箇所

③－②

　家庭で保育を受けることが一時的に困難になった乳幼児に対し、主として昼間に、認定こども園、幼稚園、
保育所、地域子育て支援拠点等において一時的に預かり、必要な保育等を行う。
【見直し内容】
　量の見込み（1号）は2号認定とならない家庭でのニーズ調査による。
　量の見込み（2号）は2号認定に該当するが、幼稚園を希望する家庭でのニーズ調査による。
　量の見込み（計）見直しは、実績に基づいて推計。



一時預かり事業（幼稚園以外）

 H27 H28 H29 H30 H31

①計画 5,423 5,097 4,895 4,782 4,685

②実績・見直し 1,300 1,489 実施中 1,301 1,252

24.0% 29.2% - 27.2% 26.7%

計画 5,423 5,097 4,895 4,782 4,685

③実績・見直し 4,920 4,920 4,680 4,680 4,680

人日 実績・見直し 3,620 3,431 - 3,379 3,428

延長保育事業

 H27 H28 H29 H30 H31

①計画 594 578 571 569 561

②実績・見直し 400 344 実施中 373 376

67.3% 59.5% - 65.5% 67.0%

計画 594 578 571 569 561

③実績・見直し 809 870 870 861 888

計画 10 10 10 10 10

実績・見直し 10 10 10 10 10

人 実績・見直し 409 526 - 488 512

病児・病後児保育事業

H27 H28 H29 H30 H31

①計画 683 665 657 640 624

②実績・見直し 403 353 実施中 337 330

59.0% 53.1% - 52.6% 52.9%

計画 683 665 657 640 624

③実績・見直し 1,920 1,920 1,920 2,160 2,160

計画 3 3 3 3 3

実績・見直し 3 3 3 3 3

人日 実績・見直し 1,517 1,567 - 1,823 1,830

量の見込み
人日

②/①

確保方策 人日

確保方策

人

箇所

③－②

　保育認定を受けた子どもについて、通常の利用時間以外に認定こども園、保育所等で保育を実施する。
【見直し内容】
　見直し後の量の見込みは、実績に基づいて推計。

③－②

見直し後の量の見込みは、実績に基づいて推計。

量の見込み
人

②/①

③－②

　病児・病後児について、医療機関や保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保
育等を行う。
【見直し内容】
　量の見込みは、実績に基づいて推計。
　確保方策は、すでに受入可能な状態にある体調不良児保育の定員1人分を追加。

量の見込み
人日

②/①

確保方策

人日

箇所



放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）

 H27 H28 H29(見込み) H30 H31

計画 1,618 1,560 1,481 1,369 1,309

実績・見直し 1,601 1,541 1,461 1,369 1,333

計画 1,720 1,665 1,652 1,617 1,559

実績・見直し 1,733 1,655 1,628 1,581 1,529

計画 337 332 327 322 317

実績・見直し 360 396 419 403 393

計画 127 122 117 112 107

実績・見直し 154 174 217 229 245

①計画 464 454 444 434 424

②実績・見直し 514 570 636 632 638

110.8% 125.6% 143.2% 145.6% 150.5%

計画 20.8% 21.3% 22.1% 23.5% 24.2%

実績・見直し 22.5% 25.7% 28.7% 29.4% 29.5%

計画 7.4% 7.3% 7.1% 6.9% 6.9%

実績・見直し 8.9% 10.5% 13.3% 14.5% 16.0%

計画 337 332 327 322 317

実績・見直し 360 396 419 403 393

計画 127 122 117 112 107

実績・見直し 154 174 217 215 225

計画 464 454 444 434 424

③実績・見直し 514 570 618 618 618

人 実績・見直し 0 0 ▲ 18 ▲ 14 ▲ 20

低学年(6-8歳)人口 人

高学年(9-11歳)人口 人

量の見込み

低学年 人

高学年 人

合計
人

②/①

需要率

低学年 ％

高学年 ％

確保方策

低学年 人

高学年 人

合計 人

③－②

　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に小学校の余裕教
室等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る。
【見直し内容】
　保育園5歳児クラスの利用見込み及び進級する際の増減率から算出。



子どもを守るための地域ネットワーク機能強化事業

 H27 H28 H29 H30 H31

計画 1 1 1 1 1

実績・見直し 1 1 1 1 1

実費徴収に伴う補足給付事業

 H27 H28 H29 H30 H31

計画 0 0 0 0 0

実績・見直し - - - 4 4

　要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図る。

量の見込み 人

　所得が一定水準を下回る世帯を対象とし、教育・保育の利用に必要な実費を助成する。
【見直し内容】
　平成29年10月時点での条件への該当者数（4人）と同程度を想定し、平成30年より実施。

量の見込み 件


